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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

　

回次  
第44期

第１四半期
連結累計期間

第45期
第１四半期
累計期間

第44期

会計期間  
自　平成27年４月１日

至　平成27年６月30日

自　平成28年４月１日

至　平成28年６月30日

自　平成27年４月１日

至　平成28年３月31日

売上高 （千円）  1,494,384 1,537,846 6,171,286

経常利益 （千円）  193,581 193,471 854,918

親会社株主に帰属する
四半期純利益又は四半期
(当期)純利益

（千円）  120,159 332,220 487,539

持分法を適用した場合の
投資利益

（千円）  ― ― ―

資本金 （千円）  479,760 496,910 495,160

発行済株式総数 （千株）  5,700 5,798 5,788

純資産額 （千円）  4,511,570 4,923,541 4,633,874

総資産額 （千円）  7,585,877 8,026,379 7,634,645

１株当たり四半期（当期）
純利益金額

（円）  21.08 57.44 85.17

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

（円）  20.61 56.57 83.48

１株当たり配当額 （円）  ― ― 10.00

自己資本比率 （％）  59.5 61.3 60.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

（千円）  83,127 103,957 ―

投資活動による
キャッシュ・フロー

（千円）  △5,458 △12,048 ―

財務活動による
キャッシュ・フロー

（千円）  △37,845 △51,386 ―

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

（千円）  5,332,693 5,844,717 ―
 

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　当社は、平成28年４月１日付で連結子会社でありました株式会社日本経営教育研究所を吸収合併したことに

より、連結子会社が存在しなくなったため、当事業年度より連結財務諸表非作成会社となりました。なお、

前連結会計年度まで連結財務諸表を作成しているため、主要な経営指標等の推移については、第44期第１四

半期連結累計期間は四半期連結財務諸表について、第45期第１四半期累計期間は四半期財務諸表について、

第44期は財務諸表について記載しております。

３　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第44期第１四半期

連結累計期間は、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としております。

４　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

なお、平成28年４月１日付で連結子会社でありました株式会社日本経営教育研究所を吸収合併いたしました。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者

の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」

についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当社は、平成28年４月１日付で、連結子会社でありました株式会社日本経営教育研究所を吸収合併いたしました。こ

れにより、当社は、当事業年度（平成29年３月期）より、連結財務諸表非作成会社となったため、前年同四半期の損益

数値及びこれに係る対前年同四半期増減率等の比較分析は行っておりません。

 
文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1)　業績の状況

当第１四半期累計期間における当社を取巻く事業環境は、国内における少子化の長期的な継続、待機児童問題、保

育園と保育士不足等、子育て支援などの幼児教育に関する規制等の影響を受けますが、子ども一人当たりに費やす教

育費は増加傾向にあり、幼児体育指導業界の同業者間での差別化がさらに進む傾向にあります。

このような事業環境を背景に、当第１四半期累計期間における売上高は1,537百万円、経常利益は193百万円、四半

期純利益は332百万円となりました。

当第１四半期会計期間末における従業員数は、幼児体育指導関連事業で491人、コンサルティング関連事業で４人、

全社共通で24人、当社全体で519人となっております。

当第１四半期累計期間の１株当たり四半期純利益は57円44銭、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益は56円57銭

となりました。

 

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

①幼児体育指導関連事業

正課体育指導の実施会場数は、当第１四半期会計期間末は1,040園となりました。

また当第１四半期会計期間末における課外体育指導の実施会場数及び会員数は、1,061カ所61,847名となりました。

契約園数および会員数は堅調に増加したため、幼児体育指導関連業務に係る売上高は1,441百万円、セグメント利益

は154百万円となりました。

 

②コンサルティング関連事業

コンサルティング契約件数は、当第１四半期会計期間末は258件となりました。

その結果、コンサルティング関連業務に係る売上高は96百万円、セグメント利益は30百万円となりました。
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(2)　財政状態の分析

（資産）

当第１四半期会計期間末における総資産残高は8,026百万円となっており、前事業年度末に対して391百万円の増加

となりました。

流動資産については、連結子会社でありました株式会社日本経営教育研究所を吸収合併したことにより前事業年度

末に対して、現預金残高が271百万円、売掛金が63百万円、繰延税金資産が29百万円、それぞれ増加しました。

その結果流動資産残高は、前事業年度末に対して382百万円の増加となりました。

固定資産については、前事業年度末に対して、工具、器具及び備品が２百万円、投資有価証券が17百万円増加し、

無形固定資産が６百万円減少しました。

その結果固定資産残高は、前事業年度末に対して９百万円増加しました。

（負債）

当第１四半期会計期間末における負債残高は3,102百万円となっており、前事業年度末に対して102百万円の増加と

なりました。

流動負債については、前事業年度末に対して、賞与引当金が118百万円、前受金が96百万円、未払費用が11百万円そ

れぞれ増加し、未払法人税等が115百万円減少しました。

その結果流動負債残高は、前事業年度末に対して、66百万円増加しました。

固定負債については、前事業年度末に対して、退職給付引当金が33百万円増加しました。

その結果固定負債残高は、前事業年度末に対して、35百万円増加しました。

（純資産）

当第１四半期会計期間末における純資産残高は4,923百万円となり、前事業年度末に対して、289百万円の増加とな

りました。変動の要因は、利益剰余金が四半期純利益の計上により332百万円増加する一方で、配当金の支払いのため

57百万円減少したためです。

 

(3)　キャッシュ・フローの状況の分析

当第１四半期累計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、5,844百万円となりました。

当第１四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。　

 
(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第１四半期累計期間における営業活動の結果得られたキャッシュ・フローは、103百万円の収入となりました。こ

れは営業利益185百万円、減価償却費14百万円、運転資本の変動14百万円、運転資本以外の資産及び負債項目の変動

112百万円、税金等の支出231百万円等に因るものです。

 
(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第１四半期累計期間における投資活動の結果使用したキャッシュ・フローは、12百万円の支出となりました。こ

れは、設備投資12百万円の支出等に因るものです。

 
(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第１四半期累計期間における財務活動の結果使用したキャッシュ・フローは、51百万円の支出となりました。こ

れは、配当金の支払いによる支出54百万円に因るものです。

なお、当社は前第１四半期累計期間においてキャッシュ・フロー計算書を作成しておりませんので、前第１四半期

累計期間との比較については記載しておりません。
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(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき事業上及び財務上の課題について、重要な変更及び新たに生じ

た課題はありません。

 

(5)　研究開発活動

該当事項はありません。

 

(6)　業績予想に関する定性的情報

平成29年３月期の業績予想については、以下に示すとおりです。平成28年４月28日に公表した数値と変更はありま

せん。

 

平成29年３月期の業績予想 (平成28年４月１日～平成29年３月31日)

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり

当期純利益

 百万円 百万円 百万円 百万円 円　 　銭

通期 6,400 930 950 680 118 　 79

(参考)前期実績
6,171 808 854 487 85　 17

(平成28年３月期)
 

なお、上記の業績予想については、当社が当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(7)　設備投資計画

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 20,000,000

計 20,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成28年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年７月29日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 5,798,000 5,798,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード）

単元株式数は100株
であります。

計 5,798,000 5,798,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成28年４月１日～
平成28年６月30日
（注）

10 5,798 1,750 496,910 1,750 348,827

 

（注）新株予約権（ストック・オプション）の権利行使による増加であります。

　　　　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成28年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

　　平成28年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
(自己保有株式)

普通株式

 

500
― ―

完全議決権株式（その他）
普通株式

 
 

5,786,100
57,861 単元株式数は100株

単元未満株式
普通株式

 
 

 1,400
― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数  5,788,000 ― ―

総株主の議決権 ― 57,861 ―
 

 

② 【自己株式等】

　　平成28年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

(自己保有株式)

幼児活動研究会株式会社
東京都品川区西五反田
二丁目11番17号

500 ― 500 0.01

計 ― 500 ― 500 0.01
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、四半期財務諸表等規則第４条の２第２項により、四半期キャッシュ・フロー計算書を作成しております。

また、前第１四半期累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）は、四半期財務諸表を作成していな

いため、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書に係る比較情報は記載しておりません。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間(平成28年４月１日から平成28年

６月30日まで)及び第１四半期累計期間(平成28年４月１日から平成28年６月30日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、京都監査法人による四半期レビューを受けております。

　　なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。

　　第44期連結会計年度　有限責任監査法人トーマツ

　　第45期第１四半期会計期間及び第１四半期累計期間　京都監査法人

 
３．四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。

 

EDINET提出書類

幼児活動研究会株式会社(E05691)

四半期報告書

 8/18



１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成28年３月31日)
当第１四半期会計期間
(平成28年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 4,368,883 4,640,829

  売掛金 163,902 227,873

  有価証券 1,403,888 1,403,888

  商品 308 1,993

  貯蔵品 7,065 3,128

  繰延税金資産 101,018 130,241

  その他 82,638 102,181

  貸倒引当金 △949 △976

  流動資産合計 6,126,754 6,509,160

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 77,356 ※1  75,078

   構築物 15 14

   工具、器具及び備品 43,692 45,837

   土地 236,334 236,334

   有形固定資産合計 357,399 357,265

  無形固定資産 77,353 70,485

  投資その他の資産   

   投資有価証券 281,468 298,506

   関係会社株式 3,000 -

   繰延税金資産 354,143 358,942

   保険積立金 276,495 277,428

   投資不動産（純額） 82,100 82,100

   その他 75,929 72,490

   投資その他の資産合計 1,073,137 1,089,468

  固定資産合計 1,507,890 1,517,219

 資産合計 7,634,645 8,026,379
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成28年３月31日)
当第１四半期会計期間
(平成28年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 115,337 92,475

  1年内償還予定の社債 60,000 60,000

  未払金 143,956 99,968

  未払費用 39,507 50,812

  未払法人税等 219,894 104,144

  前受金 273,888 370,369

  賞与引当金 222,501 340,855

  その他 114,789 138,168

  流動負債合計 1,189,874 1,256,793

 固定負債   

  社債 300,000 300,000

  退職給付引当金 1,259,344 1,293,006

  役員退職慰労引当金 251,551 253,037

  固定負債合計 1,810,896 1,846,043

 負債合計 3,000,770 3,102,837

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 495,160 496,910

  資本剰余金   

   資本準備金 347,077 348,827

   資本剰余金合計 347,077 348,827

  利益剰余金   

   利益準備金 15,666 15,666

   その他利益剰余金 3,688,121 3,962,467

   利益剰余金合計 3,703,787 3,978,134

  自己株式 △241 △241

  株主資本合計 4,545,783 4,823,629

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 88,090 99,911

  評価・換算差額等合計 88,090 99,911

 純資産合計 4,633,874 4,923,541

負債純資産合計 7,634,645 8,026,379
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(2) 【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

          (単位：千円)

          当第１四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

売上高 1,537,846

売上原価 1,054,028

売上総利益 483,818

販売費及び一般管理費 298,562

営業利益 185,256

営業外収益  

 受取配当金 7,358

 受取手数料 1,635

 その他 847

 営業外収益合計 9,840

営業外費用  

 支払利息 889

 その他 736

 営業外費用合計 1,625

経常利益 193,471

特別利益  

 抱合せ株式消滅差益 219,775

 特別利益合計 219,775

税引前四半期純利益 413,246

法人税、住民税及び事業税 119,035

法人税等調整額 △38,009

法人税等合計 81,025

四半期純利益 332,220
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】

          (単位：千円)

          当第１四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー  

 税引前四半期純利益 413,246

 減価償却費 14,523

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 14

 受取利息及び受取配当金 △7,438

 支払利息 889

 抱合せ株式消滅差損益（△は益） △219,775

 売上債権の増減額（△は増加） △61,973

 商品の増減額（△は増加） 408

 貯蔵品の増減額（△は増加） 3,936

 その他の流動資産の増減額（△は増加） △14,546

 仕入債務の増減額（△は減少） △23,908

 賞与引当金の増減額（△は減少） 114,924

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 1,485

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 33,661

 前受金の増減額（△は減少） 96,480

 未払消費税等の増減額（△は減少） 14,402

 その他の流動負債の増減額（△は減少） △37,757

 その他 426

 小計 329,000

 利息及び配当金の受取額 7,438

 利息の支払額 △1,447

 法人税等の支払額 △231,034

 営業活動によるキャッシュ・フロー 103,957

投資活動によるキャッシュ・フロー  

 有形固定資産の取得による支出 △12,973

 無形固定資産の取得による支出 △2,521

 その他 3,446

 投資活動によるキャッシュ・フロー △12,048

財務活動によるキャッシュ・フロー  

 新株予約権の行使による株式の発行による収入 3,500

 配当金の支払額 △54,886

 財務活動によるキャッシュ・フロー △51,386

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 40,522

現金及び現金同等物の期首残高 5,572,771

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 ※２  231,424

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  5,844,717
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

当第１四半期会計期間
(自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日)

該当事項はありません。
 

 

 

(会計方針の変更等)

当第１四半期累計期間
(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対
応報告第32号　平成28年６月17日）を当第１四半期会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附
属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。
　なお、当第１四半期累計期間の営業利益、経常利益及び税引前四半期純利益に対して重要な影響はありませ
ん。

 

 
(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第１四半期累計期間
(自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日)

該当事項はありません。
 

 

(追加情報)

当第１四半期累計期間
(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

（追加情報）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当第
１四半期会計期間から適用しております。

 

 

（四半期貸借対照表関係）

※１ 国庫補助金等により有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額及びその内訳は次のとおりでありま

す。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）

 
前事業年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当第１四半期会計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

　圧縮記帳 － 1,179

　（うち、建物附属設備） － 1,179
 

 

 

EDINET提出書類

幼児活動研究会株式会社(E05691)

四半期報告書

13/18



 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりで

あります。

 

当第１四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

 
 
 

 

現金及び預金  4,640,829千円

有価証券  1,403,888千円

計  6,044,717千円

預入期間が３か月超の定期預金 △200,000千円

現金及び現金同等物 5,844,717千円
 

 

  

  

  

  

  
 

 

 

※２ 重要な非資金取引の内容

　　　合併した会社より承継した資産及び負債の主な内訳

当第１四半期累計期間に合併した株式会社日本経営教育研究所より承継した資産及び負債の主な内訳は、次のと

おりであります。

流動資産   241,728千円

固定資産       230千円

　資産合計   241,958千円

流動負債    19,183千円

固定負債      　－千円

　負債合計 　　19,183千円
 

（注）現金及び現金同等物が231,424千円含まれており、キャッシュ・フロー計算書において「合併に伴う現金及び現

金同等物の増加額」として表示しております。

 

(株主資本等関係)

当第１四半期累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月28日
定時株主総会

普通株式 57,874 10 平成28年３月31日 平成28年６月29日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 当第１四半期累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   (単位：千円)

 

報告セグメント

幼児体育指導
関連事業

コンサルティング
関連事業

計

売上高    

  外部顧客への売上高 1,441,420 96,426 1,537,846

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ―

計 1,441,420 96,426 1,537,846

セグメント利益 154,527 30,728 185,256
 

 
　２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

(企業結合等関係)

当第１四半期累計期間
(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

（共通支配下の取引等）

　当社は、平成28年２月19日開催の取締役会において、当社の100％子会社である株式会社日本経営教育研究所
（以下、「日本経営教育研究所」）を吸収合併（以下「本合併」）することを決議し、平成28年４月１日に吸収
合併をいたしました。

　１　企業結合の概要

　　　① 合併の目的

当社と日本経営教育研究所は、経営の効率化を目的として、平成28年４月１日付で日本経営教育研究所
を吸収合併いたしました。

　　　② 合併の方法

　　　　 当社を存続会社とする吸収合併方式で、日本経営教育研究所は消滅いたしました。

     ③ 合併期日（効力発生日）

　　　　 平成28年４月１日

　　　④ 合併に係る割当ての内容

　　　　 本合併による株式その他金銭等の割当てはありません。

     ⑤ 引継資産・負債の状況

当社は効力発生日において、吸収合併消滅会社である日本経営教育研究所の一切の資産、負債及び権利
義務を承継いたしました。なお、日本経営教育研究所の直前事業年度（平成28年３月期）の財政状態は
次のとおりであります。

　　　　 資産合計　　　241,958千円

        負債合計　　　 19,183千円

        純資産合計　　222,775千円

 

　２　実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）及び「企業結合会計基準及び事
業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成25年９月13日）に基づき、共通
支配下の取引として処理しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 

項目
当第１四半期累計期間

(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

 
 
 

(1) １株当たり四半期純利益金額 57円44銭  

    (算定上の基礎)   

    四半期純利益金額(千円) 332,220  

    普通株主に帰属しない金額(千円) ―  

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 332,220  

    普通株式の期中平均株式数(千株) 5,784  

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 56円57銭  

    (算定上の基礎)   

    四半期純利益調整額(千円) ―  

    普通株式増加数(千株) 88  

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式
で、前事業年度末から重要な変動があったものの概要

―  

 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独 立 監 査 人 の 四 半 期 レ ビ ュ ー 報 告 書
 

平成２８年７月２９日

幼 児 活 動 研 究 会 株 式 会 社

 取 締 役 会 御 中
 

 
京 都 監 査 法 人

 

 

指  定  社  員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士  若　　山　　聡　　満   印

 

 

指  定  社  員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士  岩　　崎　　亮　　一   印

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている幼児活動研究会

株式会社の平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までの第４５期事業年度の第１四半期会計期間(平成２８年４

月１日から平成２８年６月３０日まで)及び第１四半期累計期間(平成２８年４月１日から平成２８年６月３０日まで)に

係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記に

ついて四半期レビューを行った。

　

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、幼児活動研究会株式会社の平成２８年６月３０日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

その他の事項

会社の平成２８年３月３１日をもって終了した第４４期事業年度の貸借対照表は、前任監査人によって監査が実施さ

れている。前任監査人は、当該貸借対照表に対して平成２８年６月２８日付けで無限定適正意見を表明している。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　 上
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

 ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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